
令和5年度

特別徴収のしおり市 民 税
県 民 税

納入は期限（翌月10日）までにお願いします。

松 戸 市
（市区町村コード　12207 6）

所在地　〒271-8588 千葉県松戸市根本387‒5
電　話　047－366－1111(代表)

～お問合わせ～

●課税について…市民税課　047-366-7322（直通）

※令和5年3月6日付けで作成しています｡

●納入について…収 納 課　047-366-7325（直通）

特別徴収税額の通知書、給与所得者異動届出書等の書き方など

特別徴収税額の納入、納期の特例申請など

（令和5年6月～令和6年5月）
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〈しおりの内容〉
●払込金融機関一覧・・・・・・・・・・・・・・1頁

●令和5年度市民税・県民税特別徴収義務者の指定

　及び特別徴収税額の通知について・・・・・・・2頁

●特別徴収事務担当者様へ・・・・・・・・・・・3頁

●特別徴収事務の取扱いについて・・・・・・・・4～6頁

●市民税・県民税の計算方法及び税率・・・・・・7～8頁

●納入書及び納入申告書の記入の仕方・・・・・・9～10頁

●給与所得者異動届出書記載例・・・・・・・・・11～13頁

以降、提出用書類等

●住所宛名（市役所送付用）

●「指定通知書（郵便局用）」

●「特別徴収に係る給与所得者異動届出書」

●「特別徴収切替届出（依頼）書」

●「特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書」

なお、指定通知書以外の提出用書類は松戸市ホームページ
からもダウンロードできます。

払込金融機関一覧（順不同）
千 葉 銀 行

み ず ほ 銀 行

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行

り そ な 銀 行

埼 玉 り そ な 銀 行

群 馬 銀 行

筑 波 銀 行

千 葉 興 業 銀 行

き ら ぼ し 銀 行

京 葉 銀 行

東 日 本 銀 行

東 京 ス タ ー 銀 行

み ず ほ 信 託 銀 行

東京ベイ信用金庫

朝 日 信 用 金 庫

東 京 東 信 用 金 庫

亀 有 信 用 金 庫

城 北 信 用 金 庫

銚子商工信用組合

中 央 労 働 金 庫

とうかつ中央農業協同組合

上記金融機関又は松戸市役所及び各支所並びにゆうちょ銀行・郵便局で納入できます。
※金融機関の統廃合などにより名称等が変更になる場合がありますのでご了承ください。
　（令和5年3月6日付けで作成しています｡）

1

市税の納付は便利な「地方税共通納税システム」をご利用ください。 

※eLTAX（エルタックス）とは、地方税にお
ける手続きを、インターネットを利用して
電子的に行うシステムです。 

詳しくはホームページをご覧ください。 ht tps : / /www.e l tax . l ta .go . j p/ エルタックス 検索
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特別徴収事務担当者様へ

1． 「市民税・県民税特別徴収税額の通知書」が送達されましたら、必ず貴社の給与

台帳等と照合され、該当者の確認をお願いいたします。

　　退職・転勤者等が含まれておりましたら、至急異動届出書等でご連絡ください。

2． ４月上旬頃までに受理した異動届出書等については、事務処理を完了するよう努

力してまいりましたが、一部未処理、未修正分を含めて発送しております。追って

処理させていただきますのでご了解ください。

3． 中途退職者（普通徴収希望）の退職した翌月以降の未徴収税額は、後日松戸市か

らご本人宛へ送付される納付書により納めていただくことになります。また10月中

旬以降に受理した異動届出書分についての未徴収税額は、納期の関係上、一度に納

入することになりますので、退職される方にあらかじめお伝えください。

4． 異動届出書の給与所得者氏名については、漢字氏名の記載をお願いいたします。

3

133線 2P裏　赤MKC25T 特別徴収のしおり IY00040



特別徴収事務の取扱いについて

納 入 期 限

12月11日（11月分の納入書使用）6月分～　　11月分

12月分～翌年5月分 翌年6月10日（5月分の納入書使用）

◎ 特別徴収の対象者について

令和5年1月1日現在において松戸市内に住所を有する方で、前年中に給与の支払を受けた者であり、当該年度の初日

（4月1日の現況）において給与の支払を受けている方です。

◎ 特別徴収税額の通知書について

同封いたしました特別徴収税額の通知書は、特別徴収義務者用と納税義務者用になっておりますので、納税義務者用は

5月31日までに納税義務者各人に交付してください。

◎ 月割額の徴収と納入期限について

6月から翌年5月までの給与の支払をする際に毎月徴収し、翌月の10日（日曜日、祝日のときは翌日､土曜日のときは

翌々日の月曜日）までに納入してください。

※給与の支払を受ける者が常時10人未満である場合、年2回にまとめて納入することができる「納期の特例」の制度があり

ます。「市民税・県民税特別徴収税額の納期の特例に関する申請書」の用紙は市役所収納課に備えてありますので、希望さ

れる場合は必要事項を記入のうえ、提出してください（松戸市ホームページからもダウンロードできます)。なお、納入

期限は下記のとおりです。

◎ 納入場所について

特別徴収税額を納入されるときは、表紙裏面の「払込金融機関一覧」に記載されている金融機関及び松戸市役所又は各支所

をご利用ください。

※ゆうちょ銀行・郵便局を利用される場合

郵便局長あて「指定通知書」（同冊子後頁に用紙があります）を持参のうえ納入の手続きをしてください。
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◎ 退職所得に係る市民税・県民税の特別徴収について
退職所得に係る個人の市民税・県民税については、他の所得と区分して退職手当等の支払の際に特別徴収していただくことに
なっています。退職所得控除額、勤続年数の計算方法、特別徴収票（源泉徴収票）の提出範囲等については、所得税と同様です。
　納税義務のある方
退職手当等の支払を受けるべき日（通常は退職した日）の属する年の1月1日現在松戸市内に住所を有し、退職手当等の支払

を受ける方です。
　税 額 の 計 算
　勤続年数5年以下の法人役員等　※：（退職金－退職所得控除額）×税率（市6％、県4％）＝ 退職所得に対する市民税・県民税
　勤続年数5年以下の法人役員等以外に支払われる退職手当等
　：退職金から退職控除額を控除した後の金額が300万円以下の場合
　　（退職金ー退職所得控除額）×1/2×税率（市6％、県4％）＝退職所得に対する市民税、県民税
　：退職金から退職所得控除額を控除した後の金額が300万円を超える場合
　　（退職金＋150万円）－（退職所得控除額＋300万円）
　上 　 記 　 以 　 外    ：（退職金－退職所得控除額）×1/2×税率（市6％、県4％）＝ 退職所得に対する市民税・県民税
　退職所得控除額の求め方

※法人役員等とは、次の1から3に掲げる者をいいます。
1．法人の取締役、執行役、会計参与、監査役、理事、幹事及び精算人並びにこれら以外の者で法人の経営に従事している一定の者
2．国会議員及び地方公共団体の議会の議員
3．国家公務員及び地方公務員

　納入書及び納入申告書の記入
納入書及び納入申告書の記入の仕方（9頁・10頁）を参考のうえ、納入書の退職所得分欄に特別徴収税額を記入し、裏面の市
民税・県民税納入申告書に必要事項を記入してください。個人事業の方は〔個人事業の皆様へ〕を参照してください。
　徴収した税額の納入
退職手当等の支払をする際徴収し、徴収した月の翌月の10日（日曜日、祝日のときは翌日、土曜日のときは翌々日の月曜日）
までに納入してください。

　「お知らせ」
◎ 個人番号（マイナンバー）について
給与所得者異動届出書および特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書にあたっては平成29年１月１日以降に提出される分か
ら個人番号（マイナンバー）および法人番号の記入が必要になりました。

6

勤 続 年 数
20年以下の場合
20年を超える場合

40万円×勤続年数（最低80万円、勤続年数1年未満の端数は切り上げ）
800万円＋ 70万円×（勤続年数－20年）

退職所得控除額
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一　　　般
老　　　人
特　　　定
同居老親等

2,400万円以下

2,400万円超2,450万円以下

2,450万円超2,500万円以下

障 害 者 控 除
（特 別 障 害 者）
（同居特別障害者）
寡 婦 控 除
ひ と り 親 控 除
勤 労 学 生 控 除

33万円
38万円
45万円
45万円

26万円
30万円
26万円

43万円
29万円
15万円

48万円超
100万円超
105万円超
110万円超
115万円超
120万円超
125万円超
130万円超
133万円超

100万円以下
105万円以下
110万円以下
115万円以下
120万円以下
125万円以下
130万円以下
133万円以下

一　般
老　人48万円以下

11万円
11万円
9万円
7万円
6万円
4万円
2万円
1万円
0円

配
偶
者
特
別
控
除

配
偶
者

控
　
除

扶
養
控
除

雑損控除 （実質損失額－総所得金額等の合計額×10％)又は(災害関
連支出の金額－５万円)のうちいずれか高い方の金額
医療費の実質負担額－(10万円と総所得金額等の５％のいずれ
か低い金額)【限度額200万円】
※地方税法附則第４条の４の規定の適用を選択する場合
特定一般用医薬品等購入費－１万２千円【限度額８万８千円】

医療費控除

納税義務者の合計所得金額

22万円
21万円
18万円
14万円
11万円
8万円
4万円
2万円
0円

33万円
31万円
26万円
21万円
16万円
11万円
6万円
3万円
0円

11万円
13万円

22万円
26万円

33万円
38万円

基 礎
控 除

納税者本人の
所 得 金 額

26万円
（30万円）
（53万円）

900万円以下 900万円超950万円以下
950万円超　
1,000万円以下

支払金額 控除額

支払金額 控除額

12,000円以下
12,000円超32,000円以下
32,000円超56,000円以下
56,000円超
15,000円以下
15,000円超40,000円以下
40,000円超70,000円以下
70,000円超

全額
支払金額の1/2＋ 6,000円
支払金額の1/4＋14,000円
28,000円
全額
支払金額の1/2＋ 7,500円
支払金額の1/4＋17,500円
35,000円

一般生命保険料、介護医療保険料及び個人年金保険料について、
それぞれ上の算式により計算した控除額の合計額【限度額70,000円】
一般生命保険料又は個人年金保険料については、新契約と旧契約の
双方について控除の適用を受ける場合、新契約と旧契約それぞれ
上の算式により計算した控除額の合計額【限度額28,000円】

地震保険料、旧長期契約の両方がある場合は、限度額は25,000円

支払金額の全額社会保険料
控除等

生
命
保
険
料
控
除

新
契
約
旧
契
約

地
震
保
険
料
控
除

旧
長
期
契
約

地
　
震

保
険
料

50,000円以下

50,000円超

5,000円以下

5,000円超15,000円以下

15,000円超

25,000円

支払金額の1/2

全額

支払金額の1/2＋2,500円

10,000円

配
偶
者
の
合
計
所
得
金
額

支払金額の全額

市民税・県民税の計算方法及び税率
１．市民税・県民税の計算の流れ

２．所得控除額の内容

所得金額計 所得控除額計－ ＝

×

課税標準額
（1,000円未満切り捨て）

税額控除

合計年税額
(市民税･県民税)

×

－

－

＝

＝

＋

＋

＝

税額控除

市民税税率
６％

県民税税率
４％

市民税所得割額
（100円未満切り捨て）

県民税所得割額
（100円未満切り捨て）

市民税均等割額
3,500円

県民税均等割額
1,500円
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◎税額控除（住宅借入金等特別税額控除）

◎税額控除（寄附金税額控除）

◎税額控除（配当控除）

課税所得金額 1,000万円
以下の部分

市民税 県民税
1.6％
0.8％
0.4％

1.2％
0.6％
0.3％

市民税 県民税
0.8％
0.4％
0.2％

0.6％
0.3％
0.15％

利 益 の 配 当 等
外貨建等以外の証券投資信託
外 貨 建 等 証 券 投 資 信 託

種　類

区　　　分 市民税
配 当 割 額 又 は
株式等譲渡所得割

県民税

３／５ ２／５

◎税額控除（配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除）

◎税額控除（調整控除）
納税者本人の合計所得金額が2 ,500万円以下の場合、下記の
区分に応じた金額
合計課税所得金額が200万円以下の者
　次の①と②のいずれか少ない額の５％（市民税３％、県民
　税２％）に相当する金額

①下表の控除の種類欄に掲げる控除の適用がある場合に
おいては、同表金額欄に掲げる金額を合算した金額

②合計課税所得金額
合計課税所得金額が200万円超の者
①の金額から②の金額を控除した金額（５万円を下回る場
合は５万円）の５％(市民税３％、県民税２％)に相当する
金額
①下表の控除の種類欄に掲げる控除の適用がある場合に
おいては、同表金額欄に掲げる金額を合算した金額

②合計課税所得金額から200万円を控除した金額
控除の種類

障害者
控　除

普 通
特 別
同居特別

５万円
１万円
10万円
22万円

金　額
基 礎 控 除

控除の種類

ひとり親
控　　除

父
母

１万円
１万円
５万円
１万円

金　額
寡 婦 控 除

勤労学生控除

控除の種類

扶　養
控　除

一　般
特　定
老　人
同居老親等

５万円
18万円
10万円
13万円

金　額

配偶者
特　別
控　除

配偶者
の
合　計
所　得

38万円超
40万円未満

９００万円以下 ９００万円超９５０万円以下 ９５０万円超１,０００万円以下

配偶者
控　除

一　般
老　人

控除の
種　類

納税者の合計所得金額

２万円
３万円

２万円

１万円

４万円
６万円

４万円

２万円

5万円
10万円

５万円

３万円40万円以上
45万円未満

1,000万円
超の部分

4．所得割の税率（総合課税分）

3．税額控除額の内容

市民税 6％　県民税 4％
5．均等割の税率

市民税 3,500円　県民税 1,500円

　前年分の所得税において平成21年から令和4年までの入居に係る住
宅借入金等特別控除の適用を受けた場合、①から②を控除した金額
（前年分の所得税に係る課税総所得金額等の100分の5に相当する金
額【97,500円を限度】を超える場合には、当該金額）に下欄の割合を
乗じた金額
　ただし、居住年が平成26年から令和4年までであって、特定取得、特別
特例取得、特例特別特例取得又は特例取得に該当する場合には、「100分
の５」を「100分の７」と、「97,500円」を「136,500円」として計算した金額
①前年分の所得税に係る住宅借入金等特別控除額（特定増改築等に
係る住宅借入金等の金額又は平成19年若しくは平成20年の居住年
に係る住宅借入金等の金額を有する場合には、当該金額がなかっ
たものとして計算した金額）
②前年分の所得税の額（住宅借入金等特別控除等適用前の金額）

　前年中に次に掲げる寄附金を支出し、合計額（寄附金の合計額が
総所得金額の合計額の30％を超える場合には当該30％に相当する金
額）が2千円を超える場合には、その超える金額の市民税は6％、
県民税は4％に相当する金額
１　都道府県、市町村又は特別区に対する寄附金※
２　住所地の道府県共同募金会又は日本赤十字社の支部に対する
寄附金
３　所得税法等に規定される寄附金控除の対象のうち、住民の福
祉の増進に寄与する寄附金として住所地の市町村又は道府県の
条例で定めるもの
４　特定非営利活動法人に対する寄附金のうち、住民の福祉の増
進に寄与する寄附金として住所地の道府県又は市町村の条例で
定めるもの

　ただし、1の寄附金が2千円を超える場合は、その超える金額に､
下表の左欄の区分に応じて右欄の割合を乗じて得た額の市民税は5
分の3、県民税は５分の２に相当する金額をさらに加算した金額
（所得割の20％に相当する金額を超えるときは、その20％に相当す
る金額）
※ 令和元年６月１日以降に支出された寄附金については、総務大臣
の指定を受けた地方団体が特例控除の対象（詳細は総務省ホーム
ページを確認）

3／5 2／5市民税 県民税

0円未満
（課税山林所得金額又は課税退職所得金額を有する場合）

0円未満
（課税山林所得金額及び課税退職所得金額を有しない場合）

課税総所得金額から人的控除差調整額を控除した金額 割　合

地方税法に定
める割合

84.895%
79.79 %
69.58 %
66.517%
56.307%
49.16 %
44.055%
90%

195万円超
330万円超
695万円超
900万円超
1,800万円超
4,000万円超

195万円以下
330万円以下
695万円以下
900万円以下
1,800万円以下
4,000万円以下
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１．記入は黒のボールペンまたは黒のペンを使用してください。
２．訂正は３連用紙（「領収書」・「納入書」・「納入済通知書」）について同様に行ってください。
３．退職所得に係る市民税・県民税のみを納入する場合や書損の場合は予備の用紙（同封の２枚）を使用してください。

予備の用紙を使用される場合は何年何月分かを記入してください。

◎納入金額の訂正が必要な場合
（納入書の記入例）

松戸市　　　　 納入済通知書 公個人市民税
個人県民税

税目コード
11

市 区 町 村 コ ー ド

令和 年●● ○○

122076

9 8 0 0 0 1 106,500月分

令和 年●● ○○ △△月 日

指 定 番 号

取 り ま と め 店
ゆうちょ銀行東京貯金事務センター
〒 330－9794

給与分

納期限

　納入すべき金額が納入金額
⑴の欄の金額と異なるときは、納
入金額⑴の欄を横線で抹消し、納
入金額⑵の欄に記入してください｡

納

入

金

額

⑵

領

収

日

付

印

退　職
所得分

延滞金

合計額

「 ￥ 」記 号 は 記 入 し な い で く だ さ い 。

一括徴収
分を含む

納入金額（1）

（ 特 別 徴 収 義 務 者 ）

上記のとおり通知します。 （受付店→千葉銀行松戸支店（取りまとめ店）→松戸市）

松戸市根本387-5
○○○○株式会社

〒 2 7 1 － 8 5 8 8

円

円

納

十百千万十百千億

口 座 番 号 加 入 者 名
印字してある納入金額（1）を２本線で消してください。

給与分の納入金額を記入してください。

納入する合計金額を記入してください。

（注）・納入金額を記入する際に「￥」記号は記入しないでください。

・事業所の住所（所在地）、名称（氏名）が変更になった場合は、

「特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書」を提出してく

ださい（納入書の訂正は必要ありません）。

00100－8－9603251 2 2 0 67 松戸市会計管理者

9

納入書及び納入申告書の記入の仕方
特別徴収税額に変更が生じた場合や退職所得分の納入金額がある場合など、納入金額の訂正が必要な場合は下記を参考に記入してください。
※ 印字されている納入金額（1）に変更のない場合は、そのままで納入いただけます。
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　地方税法第50条の5及び第328条の5第2項の規定により、上記のとおり分離
課税に係る所得割の納入について申告します。

億十 千 百 十 万 千 百 十 円
退 職 手 当 等 支 払 金 額

個 人 市 民 税

個 人 県 民 税

特 別 徴
収 税 額

氏名

松戸市退職した年の
1月1日の住所

（特別徴収義務者） （受付印）
〒

円

円

円

所 在 地

名　　称

法人番号

勤続年数 支払金額

市 民 税

県 民 税

年　　　月

提出年 月 日 年 月分 人 員

（あて先）松戸市長　
人

◎退職所得に係る市民税・県民税がある場合

退職所得に係る　　　　 納入申告書個 人 市 民 税
個 人 県 民 税

年

122076

9 8 0 0 0 1 7,700月分

年 月 日

指 定 番 号

取 り ま と め 店
ゆうちょ銀行東京貯金事務センター
〒 330－9794

給与分

納期限

　納入すべき金額が納入金額
⑴の欄の金額と異なるときは、納
入金額⑴の欄を横線で抹消し、納
入金額⑵の欄に記入してください｡

納

入

金

額

⑵

退　職
所得分

延滞金

合計額

「 ￥ 」記 号 は 記 入 し な い で く だ さ い 。

一括徴収
分を含む

納入金額（1） 円

円十百千万十百千億

給与分の納入金額を記入してください。

納入する年月を記入してください。

対象となる納税義務者の人数を記入してください。

対象となる納税義務者に支払われた退職手当等の支払金額の合計

金額を記入してください。

納入する市民税・県民税の各金額を記入してください。

法人番号を記載してください。

退職所得に係る市民税・県民税の納税義務者の内訳を個人別に記入

してください。

退職所得分の納入金額があるときは、表面の印字してある納入金額 ⑴

を２本線で消してください。

退職所得分の納入金額を記入してください（納入申告書の特別徴収

税額「個人市民税＋個人県民税」の合計額と同額）。

納入する合計金額を記入してください。

（注）・退職所得分の市民税・県民税のみの場合は、予備の用紙を使用

   　　してください。

〔個人事業の皆様へ〕
　　個人事業主の個人番号の記載が必要となるため、納入申告書の提
　　出方法が異なります。申告については、納入前に収納課へ連絡し
　　て個人事業主用の納入申告書をお取りよせください。納入時は納
　　入書の表面のみ記入してください（裏面は記入不要です）。

10

● ● ○○ △△ ●● ○○

●● ○○

●● ○○ △△

（納入申告書（納入書裏面）の記入例）

（納入書の記入例）
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【普通徴収記載例】
特別徴収義務者
指　定　番　号
宛　名　番　号
( 一 連 番 号 )

←個人番号の記載に当たっては、
　左端を空欄とし右詰めで記載

所 属

氏 名

電 話 内線（　　　　　）

令和　　　年 　　月 　　日提出

市長村長殿

個人番号
又は法人番号

１．現年度年 度 ２．新年度 ３．両年度
給 与 支 払 報 告
特 別 徴 収 に係る給与所得者異動届出書

所 　 在 　 地
〒

氏名又は名称

氏　　　名

生 年 月 日 年　　　　月　　　　日

個 人 番 号

受給者番号

異 動 後 の
住 　 　 所

１．特別徴収継続の場合

２．一括徴収の場合

３．普通徴収の場合

円

（ア）
特別徴収税額
（年税額）

（ウ）
未徴収税額
（ア）－（イ）

（イ）
徴収済額

異 　 動
年 月 日

異 動 の 事 由
異 動 後 の 未 徴 収

税 額 の 徴 収 方 法

円

月　　　 日 円

月から

月まで

月から

月まで

円 日

月

年

右から
番号を
記入

右から
番号を
記入（新規の場合のみ記載）

右から
番号を
記入

右から
番号を
記入

右から
番号を
記入

（ 本 人 納 付 ）事由・理由

１．退 職
２．転 勤
３．休 職 ・ 長 欠
４．死 亡
５．支払少額・不定期
６．合 併 ・ 解 散
７．そ の 他

１．特 別 徴 収 継 続

２．一 括 徴 収

３．普 通 徴 収

１月１日
現在の住所

フリガナ

フリガナ

連
絡
先

担
当
者

義
務
者

特
別
徴
収

給
与
支
払
者

給
　
与
　
所
　
得
　
者

担
当
者
連
絡
先

理

由

理

由

※

市
町
村
記
入
欄

所
属

氏
名

電
話

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

新
し
い
勤
務
先

特別徴収義務者
指　定　番　号 新規

〒
所 在 地

氏名又は名称

フリガナ

法 人 番 号 新しい勤務先へは、月割額 　円を

　　　月分（翌月10日納入期限分）から

徴収し、納入するよう連絡済みです。

左記の一括徴収した税額は、

　　　月分（翌月10日納入期限分）で

納入します。

受給者番号

徴収予定月日 徴収予定額
（上記（ウ）と同額）

１．必要　２．不要

１．異動が令和 　年12月31日までで、一括徴収の申出があったため

２．異動が令和 　年１月１日以降で、特別徴収の継続の申出がないため

１．異動が令和 　年12月31日までで、一括徴収の申出がないため

２．令和 　年５月31日までに支払われるべき給与又は退職手当等の額が未徴収税額（ウ）以下であるため

３．死亡による退職であるため

納入書の要否
内線（ ）

１　

黒
の
ボ
ー
ル
ペ
ン
又
は
ペ
ン
で
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

２　
「
宛
名
番
号
」
の
欄
に
は
、
特
別
徴
収
税
額
通
知
書
に
記
載
さ
れ
た
一
連
番
号
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

３　

転
勤
、
再
就
職
等
に
よ
り
異
動
後
の
勤
務
先
で
引
き
続
き
特
別
徴
収
を
行
う
場
合
に
は
、
前
勤
務
先
で
最
上
段
の
事
項
を
記
載
し
、
新
勤
務
先
に
送
付
願
い
ま
す
。

　

た
だ
し
、「
給
与
所
得
者
」
の
欄
の
「
個
人
番
号
」
は
、
前
勤
務
先
で
は
記
載
せ
ず
、
新
勤
務
先
で
本
人
か
ら
番
号
の
提
供
を
受
け
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

　

ま
た
、
前
勤
務
先
が
個
人
事
業
主
の
場
合
、「
給
与
支
払
者
」
の
欄
の
「
個
人
番
号
」
は
、
前
勤
務
先
で
は
記
載
せ
ず
、
新
勤
務
先
へ
送
付
願
い
ま
す
。

　

新
勤
務
先
で
は
最
下
段
の
事
項
を
記
載
し
、
一
月
一
日
現
在
の
住
所
地
（
課
税
地
）
の
市
町
村
長
に
送
付
し
て
く
だ
さ
い
。

４　

一
月
一
日
か
ら
四
月
三
十
日
ま
で
の
間
に
退
職
し
た
人
に
未
徴
収
税
額
が
あ
る
場
合
に
は
、
一
括
徴
収
す
る
こ
と
が
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

御
注
意

【提出先】〒271－8588　千葉県松戸市根本387番地の5　松戸市役所　市民税課

012-3456
〇〇県××市△△１－２－３

〇〇

2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

140,000

1234567

000-000-0000
123

1234

6
8

9 1 3○○

○

△

5

35,600 104,400

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11

11

△△ 株式会社　 〇×商事
人事課 人事労務係

千葉県松戸市△△１-２-３

鈴木一郎
昭和50

特徴 花子
カブシキガイシャ　マルバツショゥジ

スズキ　イチロウ

８月末で退職した給与所得者の徴収方法を、９月分から普通徴収に 
変更する場合。
（ア）特別徴収税額（年税額）140,000円（６月から翌年５月分）
（イ）徴収済額 35,600円（６月から８月分）
（ウ）未徴収税額 104,400円（９月から翌年５月分）

↑
普通徴収税額

●●

1 5
6
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特別徴収義務者
指　定　番　号

←個人番号の記載に当たっては、
　左端を空欄とし右詰めで記載

所 属

氏 名

電 話 内線（　　　　　）

令和　　　年 　　月 　　日提出

市長村長殿

個人番号
又は法人番号

１．現年度年 度 ２．新年度 ３．両年度
給 与 支 払 報 告
特 別 徴 収 に係る給与所得者異動届出書

所 　 在 　 地
〒

氏名又は名称

氏　　　名

生 年 月 日 年　　　　月　　　　日

個 人 番 号

受給者番号

異 動 後 の
住 　 　 所

１．特別徴収継続の場合

２．一括徴収の場合

３．普通徴収の場合

円

（ア）
特別徴収税額
（年税額）

（ウ）
未徴収税額
（ア）－（イ）

（イ）
徴収済額

異 　 動
年 月 日

異 動 の 事 由
異 動 後 の 未 徴 収

税 額 の 徴 収 方 法

円

月　　　 日 円

月から

月まで

月から

月まで

円 日

月

年

右から
番号を
記入

右から
番号を
記入（新規の場合のみ記載）

右から
番号を
記入

右から
番号を
記入

右から
番号を
記入

（ 本 人 納 付 ）事由・理由

１．退 職
２．転 勤
３．休 職 ・ 長 欠
４．死 亡
５．支払少額・不定期
６．合 併 ・ 解 散
７．そ の 他

１．特 別 徴 収 継 続

２．一 括 徴 収

３．普 通 徴 収

１月１日
現在の住所

フリガナ

フリガナ

連
絡
先

担
当
者

義
務
者

特
別
徴
収

給
与
支
払
者

給
　
与
　
所
　
得
　
者

担
当
者
連
絡
先

理

由

理

由

※

市
町
村
記
入
欄

所
属

氏
名

電
話

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

新
し
い
勤
務
先

特別徴収義務者
指　定　番　号 新規

〒
所 在 地

氏名又は名称

フリガナ

法 人 番 号 新しい勤務先へは、月割額 　円を

　　　月分（翌月10日納入期限分）から

徴収し、納入するよう連絡済みです。

左記の一括徴収した税額は、

　　　月分（翌月10日納入期限分）で

納入します。

受給者番号

徴収予定月日 徴収予定額
（上記（ウ）と同額）

１．必要　２．不要

１．異動が令和 　年12月31日までで、一括徴収の申出があったため

２．異動が令和 　年１月１日以降で、特別徴収の継続の申出がないため

１．異動が令和 　年12月31日までで、一括徴収の申出がないため

２．令和 　年５月31日までに支払われるべき給与又は退職手当等の額が未徴収税額（ウ）以下であるため

３．死亡による退職であるため

納入書の要否
内線（ ）

１　

黒
の
ボ
ー
ル
ペ
ン
又
は
ペ
ン
で
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

２　
「
宛
名
番
号
」
の
欄
に
は
、
特
別
徴
収
税
額
通
知
書
に
記
載
さ
れ
た
一
連
番
号
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

３　

転
勤
、
再
就
職
等
に
よ
り
異
動
後
の
勤
務
先
で
引
き
続
き
特
別
徴
収
を
行
う
場
合
に
は
、
前
勤
務
先
で
最
上
段
の
事
項
を
記
載
し
、
新
勤
務
先
に
送
付
願
い
ま
す
。

　

た
だ
し
、「
給
与
所
得
者
」
の
欄
の
「
個
人
番
号
」
は
、
前
勤
務
先
で
は
記
載
せ
ず
、
新
勤
務
先
で
本
人
か
ら
番
号
の
提
供
を
受
け
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

　

ま
た
、
前
勤
務
先
が
個
人
事
業
主
の
場
合
、「
給
与
支
払
者
」
の
欄
の
「
個
人
番
号
」
は
、
前
勤
務
先
で
は
記
載
せ
ず
、
新
勤
務
先
へ
送
付
願
い
ま
す
。

　

新
勤
務
先
で
は
最
下
段
の
事
項
を
記
載
し
、
一
月
一
日
現
在
の
住
所
地
（
課
税
地
）
の
市
町
村
長
に
送
付
し
て
く
だ
さ
い
。

４　

一
月
一
日
か
ら
四
月
三
十
日
ま
で
の
間
に
退
職
し
た
人
に
未
徴
収
税
額
が
あ
る
場
合
に
は
、
一
括
徴
収
す
る
こ
と
が
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

御
注
意

【提出先】〒271－8588　千葉県松戸市根本387番地の5　松戸市役所　市民税課

012-3456
〇〇県××市△△１－２－３

〇〇

2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

140,000

1234567

000-000-0000
123

1234

6
8

9 1 2

○

△

5

35,600 104,400

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 11

11

△△ 株式会社　 〇×商事
人事課 人事労務係

千葉県松戸市△△１-２-３

鈴木一郎
昭和50

特徴 花子
カブシキガイシャ　マルバツショゥジ

スズキ　イチロウ

●●

●●

1 5
6

８月末で退職した給与所得者の徴収方法を、９月分で一括して納入
する場合。
（ア）特別徴収税額（年税額）140,000円（６月から翌年５月分）
（イ）徴収済額 35,600円（６月から８月分）
（ウ）未徴収税額 104,400円（９月から翌年５月分）

↑
一括徴収税額（納入額と同額）　

宛　名　番　号
( 一 連 番 号 )

【一括徴収記載例】

一括で徴収した税額を納入する月
※１月以降の退職の場合は、原則
　一括徴収が基本となります

12

104,4009
9

20

133線 7P表 6781MKC25T 特別徴収のしおり IY00040133線 7P表 　     赤MKC25T 特別徴収のしおり IY00040

注意：本校正紙は、レーザープリンターにて出力したため、アミについてのモアレはプリンター特性によるものであり、色目についても実際に印刷された製品とは再現性が若干異なりますので予めご了承ください。



特別徴収義務者
指　定　番　号

←個人番号の記載に当たっては、
　左端を空欄とし右詰めで記載

所 属

氏 名

電 話 内線（　　　　　）

令和　　　年 　　月 　　日提出

市長村長殿

個人番号
又は法人番号

１．現年度年 度 ２．新年度 ３．両年度
給 与 支 払 報 告
特 別 徴 収 に係る給与所得者異動届出書

所 　 在 　 地
〒

氏名又は名称

氏　　　名

生 年 月 日 年　　　　月　　　　日

個 人 番 号

受給者番号

異 動 後 の
住 　 　 所

１．特別徴収継続の場合

２．一括徴収の場合

３．普通徴収の場合

円

（ア）
特別徴収税額
（年税額）

（ウ）
未徴収税額
（ア）－（イ）

（イ）
徴収済額

異 　 動
年 月 日

異 動 の 事 由
異 動 後 の 未 徴 収

税 額 の 徴 収 方 法

円

月　　　 日 円

月から

月まで

月から

月まで

円 日

月

年

右から
番号を
記入

右から
番号を
記入（新規の場合のみ記載）

右から
番号を
記入

右から
番号を
記入

右から
番号を
記入

（ 本 人 納 付 ）事由・理由

１．退 職
２．転 勤
３．休 職 ・ 長 欠
４．死　　　　　　亡
５．支払少額・不定期
６．合 併 ・ 解 散
７．そ の 他

１．特 別 徴 収 継 続

２．一 括 徴 収

３．普 通 徴 収

１月１日
現在の住所

フリガナ

フリガナ

連
絡
先

担
当
者

義
務
者

特
別
徴
収

給
与
支
払
者

給
　
与
　
所
　
得
　
者

担
当
者
連
絡
先

理

由

理

由

※

市
町
村
記
入
欄

所
属

氏
名

電
話

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

新
し
い
勤
務
先

特別徴収義務者
指　定　番　号 新規

〒
所 在 地

氏名又は名称

フリガナ

法 人 番 号 新しい勤務先へは、月割額 　円を

　　　月分（翌月10日納入期限分）から

徴収し、納入するよう連絡済みです。

左記の一括徴収した税額は、

　　　月分（翌月10日納入期限分）で

納入します。

受給者番号

徴収予定月日 徴収予定額
（上記（ウ）と同額）

１．必要　２．不要

１．異動が令和 　年12月31日までで、一括徴収の申出があったため

２．異動が令和 　年１月１日以降で、特別徴収の継続の申出がないため

１．異動が令和 　年12月31日までで、一括徴収の申出がないため

２．令和 　年５月31日までに支払われるべき給与又は退職手当等の額が未徴収税額（ウ）以下であるため

３．死亡による退職であるため

納入書の要否
内線（　　　　　）

１　

黒
の
ボ
ー
ル
ペ
ン
又
は
ペ
ン
で
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

２　
「
宛
名
番
号
」
の
欄
に
は
、
特
別
徴
収
税
額
通
知
書
に
記
載
さ
れ
た
一
連
番
号
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

３　

転
勤
、
再
就
職
等
に
よ
り
異
動
後
の
勤
務
先
で
引
き
続
き
特
別
徴
収
を
行
う
場
合
に
は
、
前
勤
務
先
で
最
上
段
の
事
項
を
記
載
し
、
新
勤
務
先
に
送
付
願
い
ま
す
。

　

た
だ
し
、「
給
与
所
得
者
」
の
欄
の
「
個
人
番
号
」
は
、
前
勤
務
先
で
は
記
載
せ
ず
、
新
勤
務
先
で
本
人
か
ら
番
号
の
提
供
を
受
け
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

　

ま
た
、
前
勤
務
先
が
個
人
事
業
主
の
場
合
、「
給
与
支
払
者
」
の
欄
の
「
個
人
番
号
」
は
、
前
勤
務
先
で
は
記
載
せ
ず
、
新
勤
務
先
へ
送
付
願
い
ま
す
。

　

新
勤
務
先
で
は
最
下
段
の
事
項
を
記
載
し
、
一
月
一
日
現
在
の
住
所
地
（
課
税
地
）
の
市
町
村
長
に
送
付
し
て
く
だ
さ
い
。

４　

一
月
一
日
か
ら
四
月
三
十
日
ま
で
の
間
に
退
職
し
た
人
に
未
徴
収
税
額
が
あ
る
場
合
に
は
、
一
括
徴
収
す
る
こ
と
が
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

御
注
意

【提出先】〒271－8588　千葉県松戸市根本387番地の5　松戸市役所　市民税課

宛　名　番　号
( 一 連 番 号 )

012-3456
〇〇県××市△△１－２－３

〇〇

140,000

1234567

000-000-0000
1234

1234

6
8

9 2 1

1

○

△

5

35,600 104,400

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1

1

11

△△ 株式会社　 〇×商事
人事課 人事労務係

千葉県松戸市△△１-２-３

鈴木一郎
昭和50

特徴 花子
カブシキガイシャ　マルバツショゥジ

スズキ　イチロウ

●●

●●

８月末で退職する給与所得者が、
９月末から新しい会社で特別徴収
する場合。

新しい会社で特別徴収を開始する
月を記載します。　　

転居等により異動後の勤務先で引き
続き特別徴収を行う場合には､「個
人番号」は、前勤務先では記載しな
いでください。　　

9876543
654-3210

〇〇県××市△△１－２－３

〇×不動産 　株式会社

庶務課　社員係

111-111-1111
222

特徴 進

9

マルバツフドウサン　カブシキガイシャ

【転勤記載例】

13

133線 7P裏 6781MKC25T 特別徴収のしおり IY00040133線 7P裏 　     赤MKC25T 特別徴収のしおり IY00040
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住所宛名（市役所送付用）

◎松戸市市民税課へ異動届等を送付する際に、ミシン目より切り離してご利用ください。

〒271-8588
千葉県松戸市根本387番地の5

松戸市役所　市民税課　行

〒271-8588
千葉県松戸市根本387番地の5

松戸市役所　市民税課　行

〒271-8588
千葉県松戸市根本387番地の5

松戸市役所　市民税課　行

〒271-8588
千葉県松戸市根本387番地の5

松戸市役所　市民税課　行

〒271-8588
千葉県松戸市根本387番地の5

松戸市役所　市民税課　行

〒271-8588
千葉県松戸市根本387番地の5

松戸市役所　市民税課　行

133線 8P　6781MKC25T 特別徴収のしおり IY00040



１　

黒
の
ボ
ー
ル
ペ
ン
又
は
ペ
ン
で
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

２　
「
宛
名
番
号
」
の
欄
に
は
、
特
別
徴
収
税
額
通
知
書
に
記
載
さ
れ
た
一
連
番
号
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

３　

転
勤
、
再
就
職
等
に
よ
り
異
動
後
の
勤
務
先
で
引
き
続
き
特
別
徴
収
を
行
う
場
合
に
は
、
前
勤
務
先
で
最
上
段
の
事
項
を
記
載
し
、
新
勤
務
先
に
送
付
願
い
ま
す
。

　

た
だ
し
、「
給
与
所
得
者
」
の
欄
の
「
個
人
番
号
」
は
、
前
勤
務
先
で
は
記
載
せ
ず
、
新
勤
務
先
で
本
人
か
ら
番
号
の
提
供
を
受
け
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

　

ま
た
、
前
勤
務
先
が
個
人
事
業
主
の
場
合
、「
給
与
支
払
者
」
の
欄
の
「
個
人
番
号
」
は
、
前
勤
務
先
で
は
記
載
せ
ず
、
新
勤
務
先
へ
送
付
願
い
ま
す
。

　

新
勤
務
先
で
は
最
下
段
の
事
項
を
記
載
し
、
一
月
一
日
現
在
の
住
所
地
（
課
税
地
）
の
市
町
村
長
に
送
付
し
て
く
だ
さ
い
。

４　

一
月
一
日
か
ら
四
月
三
十
日
ま
で
の
間
に
退
職
し
た
人
に
未
徴
収
税
額
が
あ
る
場
合
に
は
、
一
括
徴
収
す
る
こ
と
が
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

御
注
意

【提出先】〒271－8588　千葉県松戸市根本387番地の5　松戸市役所　市民税課

133線 10P・11P・12P 同版 6781MKC25T 特別徴収のしおり IY00040

注意：本校正紙は、レーザープリンターにて出力したため、アミについてのモアレはプリンター特性によるものであり、色目についても実際に印刷された製品とは再現性が若干異なりますので予めご了承ください。

特別徴収義務者
指　定　番　号

←個人番号の記載に当たっては、
　左端を空欄とし右詰めで記載

所 属

氏 名

電 話 内線（ ）

令和　　　年 　　月 　　日提出

市長村長殿

個人番号
又は法人番号

１．現年度年 度 ２．新年度 ３．両年度
給 与 支 払 報 告
特 別 徴 収 に係る給与所得者異動届出書

所 　 在 　 地
〒

氏名又は名称

氏　　　名

生 年 月 日 年 月 日

個 人 番 号

受給者番号

異 動 後 の
住 　 　 所

１．特別徴収継続の場合

２．一括徴収の場合

３．普通徴収の場合

円

（ア）
特別徴収税額
（年税額）

（ウ）
未徴収税額
（ア）－（イ）

（イ）
徴収済額

異 　 動
年 月 日

異 動 の 事 由
異 動 後 の 未 徴 収

税 額 の 徴 収 方 法

円

月　　　 日 円

月から

月まで

月から

月まで

円 日

月

年

右から
番号を
記入

右から
番号を
記入（新規の場合のみ記載）

右から
番号を
記入

右から
番号を
記入

右から
番号を
記入

（ 本 人 納 付 ）事由・理由

１．退 職
２．転 勤
３．休 職 ・ 長 欠
４．死 亡
５．支払少額・不定期
６．合 併 ・ 解 散
７．そ の 他

１．特 別 徴 収 継 続

２．一 括 徴 収

３．普 通 徴 収

１月１日
現在の住所

フリガナ

フリガナ

連
絡
先

担
当
者

義
務
者

特
別
徴
収

給
与
支
払
者

給
　
与
　
所
　
得
　
者

担
当
者
連
絡
先

理

由

理

由

※

市
町
村
記
入
欄

所
属

氏
名

電
話

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

新
し
い
勤
務
先

特別徴収義務者
指　定　番　号 新規

〒
所 在 地

氏名又は名称

フリガナ

法 人 番 号 新しい勤務先へは、月割額 　円を

　　　月分（翌月10日納入期限分）から

徴収し、納入するよう連絡済みです。

左記の一括徴収した税額は、

　　　月分（翌月10日納入期限分）で

納入します。

受給者番号

徴収予定月日 徴収予定額
（上記（ウ）と同額）

１．必要　２．不要

１．異動が令和 　年12月31日までで、一括徴収の申出があったため

２．異動が令和 　年１月１日以降で、特別徴収の継続の申出がないため

１．異動が令和 　年12月31日までで、一括徴収の申出がないため

２．令和 　年５月31日までに支払われるべき給与又は退職手当等の額が未徴収税額（ウ）以下であるため

３．死亡による退職であるため

納入書の要否
内線（ ）

宛　名　番　号
( 一 連 番 号 )



給
与
支
払
者

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

資　　　料 現年更正 新年更正

現在の住所

〒　　　― ※１月１日現在の住所と違う場合に記入してください。

月　割　額
の　連　絡

必要な場合のみ記入してください。

月 日　までに通知書が必要
※ 通知書が間に合わない場合のみ電話連絡します。

１月１日現在
の　住　所

〒　　　―
特別徴収を開始します。

届 出 理 由

【 添付書類 】
　１．普通徴収の納付書（二重納付防止のため、残りの納付書（納期未到来分）を添付してください。）

※ すでに納付済みの分や口座振替の場合は不要です。

【 注意事項 】
　１．普通徴収の納期限を過ぎたものは、特別徴収への切替ができません。本人が納めるように必ずお伝えください。

※ 普通徴収の納期限は年４回あるため、特別徴収への切替は、２か月程度の余裕を持って行ってください（市町村ごとに通知の発送期日が異なるため)。
　２．65歳以上の方については、年金所得に係る税額を給与からの特別徴収に追加することはできません。
　３．用紙が足りない場合には、コピーしてお使いください。

１．入社　　２．その他（ ）

法人番号

給
与
所
得
者

フリガナ 旧　　姓

普 通 徴 収
切 替 期 別

期別を○で囲んでください。

氏　　　名 〔  １・２・３・４  〕期 以降を切替希望
※普通徴収の納期限を過ぎたものは、特別徴収への
　切替ができません。生 年 月 日 昭和 ・ 平成 年 月 日　

特 別 徴 収
開始予定月

電話

※市町村処理欄

月分（　　　月　　　日納期分） から

担当者
連絡先

係

氏名代表者の
職氏名印

※市町村ごと
に異なります

特別徴収切替届出(依頼)書

所 在 地
（ 住 所 ）

〒 ―

提出

特別徴収義務者
指 定 番 号

年 月 日 新規の場合、納入書（ 要 ・ 不 要 ）
フリガナ

名　　称
（ 氏 名 ）

（宛先）　松戸市長

(内線 )
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特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書

　　　年　　　月　　　日

提出

※届出時点での所在地・名称を記入してください。〒　　　－

〒　　　－

〒　　　－ 〒　　　－

松戸市長

資　　料 更　　正

電話

代 表 者 の
職 氏 名 印

氏名

法 人 番 号

【提出先】〒271－8588　千葉県松戸市根本387番地の5　松戸市役所　市民税課

◆ 誤読を避けるため、必ずフリガナを記入してください。
◆ 代表者のみの変更の場合は、提出不要です。

名　　　称
（氏　名） 担当者

連絡先

係

市町村使用欄

変更年月日 年　　 月　　 日

※市町村ごと
に異なります

※市町村ごと
に異なります

所　在　地
（住　所）

電 話 番 号 ー － (内線 ）

ー － (内線 ） ー － (内線 ）

法 人 番 号

名　　　称

所　在　地

変　更　前（旧） ※ 変更項目のみ記入してください。 変　更　後（新） ※ 変更項目のみ記入してください。事　　　項

所   在   地
（送　付　先）

フリガナ

名　　　称

電 話 番 号

１．事務所等移転　２．送付先変更　３．社名(名称)変更　４．法人成り　５．個人事業化　６．給与事務の統合【下欄を記入してください｡】

７．合併による変更 【下欄を記入してください｡】　８．分割による変更 【下欄を記入してください｡】　９．その他（　　　　　　　　　　）

１．指定番号を新規に取得する。
※ 別途、給与所得者異動届出書を必ず提出してください。

２．統合・合併・分割先の指定番号を使用する。
※ 別途、給与所得者異動届出書を必ず提出してください。

３．旧特別徴収義務者の指定番号を継続使用する。

変 更 理 由
（該当番号に○）

フリガナ

特別徴収義務者
指   定   番   号

特別徴収義務者
指 定 番 号

※市町村ごと
に異なります指 定 番 号

給

与

支

払

者

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

フ リ ガ ナ

統
合
・
合
併
・
分
割
さ
れ
る
事
業
所

統
合
・
合
併
・
分
割
後
の
指
定
番
号

※市町村ごと
に異なります指 定 番 号

(内線 )
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